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1000ガル超の「震源を特定せず策定する地震動」がなぜ採用されないのか

大阪府立大学名誉教授　長沢啓行

要旨

九州電力川内 1·2号に関する新規制基準適合性
審査書案が出されようとしている．だが，原子力

安全基盤機構 JNESによる 2001～2009年報告書に

よれば，以下の根本問題が放置されたままである．

第 1に，JNESは 1997年鹿児島県北西部地震な

ど実際の観測記録に適合するような断層モデルを

構築し，M5.5～M6.5の地震により，震源近傍の地

震基盤表面で 1000ガル以上の地震動が生じるこ

と，M6.5では 1340.4ガルになることを示してい

る．実際にも，2007年新潟県中越沖地震M6.8では

柏崎刈羽原発の解放基盤表面はぎとり波で 1699ガ

ルの地震動が得られ，2008年岩手・宮城内陸地震

M7.2では地下岩盤で 1078ガルの観測記録がとら

れた（解放基盤表面はぎとり波に換算すれば 2000

ガル近くになろう）．したがって，JNESの算出し

たM5.5～M6.5の地震による震源近傍での 1000ガ

ル以上の地震動は現実にも発生する可能性が高く，

これを「震源を特定せず策定する地震動」として

設定すべきである．

第 2に，JNESは 1340.4ガルの地震動を「震源を

特定せず策定する地震動」に設定しない理由とし

て，「全プラント共通に設定するミニマムリクワイ

アメントのもの」という考え方に基づき，「断層最

短距離 20km以内の地震動評価結果の平均 +1.64

標準偏差」または「10−5 ∼ 10−4の超過確率別応

答スペクトルの範囲内」という設定基準を打ち出

している．しかし，これらは震源近傍での大きな

地震動を遠方の小さな地震動で薄めて平均化した

り，全国一様に同確率で地震が発生するというあ

り得ない想定の下で無理矢理導き出されたもので

あり，国民の批判には到底耐えられない．大飯 3·4
号運転差し止め訴訟で福井地裁判決（2014年 5月

21日）が示したように，福島第一原発炉心溶融事

故ではその放射能災害により憲法で保障されるべ

き「人格権」が侵害されたのであり，「このような

事態を招く具体的危険性が万が一でも」あっては

ならない．M5.5～M6.5の地震による 1000ガル以

上の地震動は，国内のどこでも現実に起こりうる

具体的な危険性であり，今日の地震学ではこれを

否定できない以上，「震源を特定せず策定する地震

動」として設定すべきであり，そうしないのは人

格権の侵害につながる．

第 3に，「震源を特定せず策定する地震動」の評

価に際して JNESが設定した断層モデルは電力会

社が通常用いているレシピとは異なり，応力降下

量など短周期地震動を左右するパラメータ値が大

きい．逆に言えば，通常の断層モデル・レシピでは

地震動が過小評価されることを示唆している．九

州電力による独自の断層モデルでは応力降下量が

小さく設定されている．原発の耐震性を評価する

際に「駆使」されるこのような地震動の過小評価

を反省し，最近 20年間の国内地震観測記録に基づ

いて内陸地殻内地震を正しく評価できるよう，断

層モデルを構築し直すべきである．

第 4に，JNESは断層モデルによる地震動評価結

果を耐専スペクトル (内陸補正後)と比較している

が，M5.5∼M6.8に対する震源近傍の耐専スペクト

ルは縦ずれ断層に対して 1/2∼1/5，横ずれ断層に

対して 1/3∼1/8にすぎず，大幅な過小評価となっ

ている．これは耐専スペクトル策定時の地震観測

記録の不足が原因であり，最近 20年間の震源近傍

の国内地震観測記録に基づいて耐専スペクトルを

再構築すべきである．

JNESは 2014年 3月 1日に原子力規制委員会・

規制庁へ統合された．これを機に，原子力規制委

員会・規制庁は，断層モデルや耐専スペクトルに

よる地震動過小評価を率直に認め，これらを構築

し直すべきである．また，1000ガル以上の「震源

を特定せず策定する地震動」を設定すべきである．

そうすれば，川内 1·2号においても，基準地震動
が 1000ガルを大幅に超え，炉心溶融事故へ至る限

界値＝クリフエッジ（1号 1,004ガル，2号 1,020

ガル）を超えることは避けられない．再稼働など

論外だ．これこそが原発重大事故によって二度と

人格権を侵害しないための最善の措置である．
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1 はじめに

原子力発電所の基準地震動は「震源を特定して

策定する地震動」と「震源を特定せず策定する地

震動」の二つで構成される．

前者では，各原発周辺で起こりうるプレート間

地震，プレート内地震，活断層による内陸地殻内

地震などによる地震動評価が行われてきた．

後者は，全国のどの原発でも適用される地震動

として策定され，古くは「M6.5の直下地震」の大

崎スペクトルに始まり [18]，2006年指針で加藤ら

の「上限レベル」[9]にとって代わられた．現在で

は「震源を特定できない地震」に「震源を予め特

定しにくい地震」を加えて「震源を特定せず策定

する地震動」を設定することになっている．

加藤らの「上限レベル」は地震データが極少数で

あったため，これを補う目的で，財団法人原子力

発電技術機構 NUPEC(Nuclear Power Engineering

Corporation)が 2001年から断層モデルによる震源

近傍の地震動評価を開始し，2003年 10月 1日に設

立された独立行政法人原子力安全基盤機構 JNES

(Japan Nuclear Energy Safety Organization)がこれ

を含めて NUPECの安全規制関連事業を引き継い

できた．その JNESも 2014年 3月 1日付で原子力

規制委員会・規制庁へ統合された．その意味では，

NUPECに始まり，JNESが発展させてきた「震源

を特定せず策定する地震動」に関する地震動評価

結果とその関連業務は原子力規制委員会・規制庁

が引き継いでいると言える．

NUPECと JNESが 2001～2009年に行った「震

源を特定せず策定する地震動」に関する評価結果

には次のような重大な内容が含まれていた．

第 1に，M5.5～M6.5の横ずれ断層モデルによ

る地震動評価によれば，震源近傍の地震基盤上の

評価点で 1000ガル以上になり，M6.5では 1340.4

ガルになる．

第 2に，JNESが設定した断層モデルは電力会

社が原発の耐震性を評価するために通常用いてい

るレシピとは異なり，応力降下量など短周期地震

動を左右するパラメータ値が大きい．逆に言えば，

通常のレシピによる断層モデルでは地震動が過小

評価されることを示唆している．

第 3に，JNESは断層モデルによる地震動評価結

果を耐専スペクトル (内陸補正後)と比較している

が，M5.5∼M6.8の震源近傍の最大値で，耐専スペ

クトルは縦ずれ断層モデルに対して 1/2∼1/5，横

ずれ断層モデルに対して 1/3∼1/8にすぎず，大幅

な過小評価となっている．

本小論では，JNESによる 2001～2009年の評価

報告書に記載された内容を整理し，原発の耐震性

評価に際して，これらがもっている重大な意義を

明らかにする．

これらを通して，原子力規制委員会・規制庁に

対し，JNESの地震動評価で逆説的にではあるが具

体的に明らかになった断層モデルや耐専スペクト

ルによる地震動過小評価を率直に認めること，最

近 20年間に蓄積された国内地震観測記録に基づ

いて断層モデルと耐専スペクトルを構築し直すこ

と，これらを用いて「震源を特定して策定する地

震動」を正しく評価し直し，また，「震源を特定せ

ず策定する地震動」を 1000ガル以上に設定するこ

と等により，全原発の基準地震動を設定し直すよ

う提言したい．

そうすれば，川内 1·2号においても，基準地震
動が 1000ガルを大幅に超えることは避けられな

い．それは川内 1·2号のクリフエッジが基準地震
動によって超えられることを意味し，再稼働など

到底不可能ということにならざるを得ない．

以下では，JNESの報告書に基づき，これらを具

体的に示す．

2 1000ガル超の地震動解析結果

九州電力は，原子力規制委員会による新規制基

準適合性に係る審査で，川内原子力発電所 1・2号

炉の基準地震動を図 2のように 540ガルから 620

ガルへ「引き上げ」た．とは言っても，従来から

の 540ガルの基準地震動 Ss-1を「文字通りに引き

上げた」のではなく，2004年北海道留萌支庁南部

地震 (M6.1)の解放基盤表面はぎとり波が Ss-2と

して「追加された」だけであり，重要な機器の固

有周期では応答スペクトルの値は上がらず，その

耐震安全性はほとんど変わっていない．

長沢 [18]は，現行の地震動評価手法である「耐

専スペクトル」や「断層モデル」によって実際の
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地震動が半分以下に過小評価されていることを具

体的に示し，最新の地震観測記録や知見を取り入

れてこれらの手法を抜本的に作り替え，「倍半分」

と言われる地震学では常識的な「偶然変動による

地震動のバラツキ」を「安全余裕」として考慮し

て，川内 1・2号の基準地震動を 540～620ガルの

2倍以上, 1000ガル以上へ大幅に引き上げるべき

だと主張した．そうすれば，炉心溶融事故へ至る

ギリギリの地震動（クリフエッジ1）を超えてしま

うため，再稼働できなくなると指摘している．

その際に議論の対象となったのは，「震源を特定

して策定する地震動」であり，図 3の市来断層帯

市來区間のように震源断層を特定して行う地震動

評価であった．この図 3を見れば一目瞭然だが，断

層モデルは耐専スペクトルの 1/2～1/3でしかない．

しかも，耐専スペクトルには最近の震源近傍の地

震観測記録が反映されておらず，倍半分のバラツ

キも考慮されていない．「2倍以上に引き上げるべ

きだ」と主張する根拠は，このような耐専スペク

トルや断層モデルなど地震動評価手法の問題点を

指摘してのことであった．

ところが，基準地震動を策定するためのアプロー

チには，「震源を特定して策定する地震動」とは別

に，「震源を特定せず策定する地震動」がある．そ

の候補としては加藤ら [9] による「上限レベル」

があり，図 1の黒破線のように表される．これは

（社）日本電気協会原子力発電耐震設計専門部会

で検討されてきたものであり，「M6.5の直下地震」

の大崎スペクトル（図 1の緑破線の「旧基準地震

動 S2(SN)」）に代わり，2006年の耐震設計審査指

針改定時に「震源を特定せず策定する地震動」と

して採用された．原子力規制委員会はこれを「震

源を特定できない地震」による地震動として引き

続き全国の原発で共通に採用する一方，「震源を予

め特定しにくい地震」の候補をいくつか取り上げ，

原発のサイトごとに地域性を考慮して採用するか

どうかを検討することにしている．

この加藤ら [9]の「上限レベル」は，その元になっ

た国内地震観測記録が極端に少なかったため，こ

れを補う目的で原子力安全基盤機構 JNESが 2001

1原子力安全・保安院は 2012 年のストレステスト（一次
評価）でクリフエッジを川内 1号で 1.86Ss(1,004gal)，2号で
1.89Ss(1,020gal)と評価している [8]．

図 1: 1980年川内 2号設置許可時と 2008年バック
チェック時における基準地震動 [12]

図 2: 2014年原子力規制委員会適合性審査におけ
る川内 1・2号の基準地震動 [13]と主な施設の固
有周期 [11]

年度から断層モデルを用いた地震動評価を行って

いた [2, 3, 4, 5, 6, 7]．

実は，この地震動評価で「M6.5の地震により震

源近傍で 1340.4ガルの地震動がもたらされる」と

いう衝撃的な結果が判明していたのである．

図 4がそれだ．この図には震源断層長さ 14km，

断層上端深さ 2kmの横ずれ断層に対する「地震基

盤表面上 231評価点での断層モデルによる地震動

評価結果」が重ね書きされている．これら 231本の

応答スペクトルの最大値をつないで描き直したも

のが図 7の最上部にある青い一点鎖線であり，赤

い一点鎖線が断層上端深さ 3kmの場合である．こ
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(a)水平 EW方向

(b)水平 NS方向

図 3: 適合性審査における川内 1・2号の基準地震
動 Ss-1と市来断層帯市来区間 (24.9km, M7.2)の地
震動評価結果 [14]

れらの図の横軸は「施設の固有周期 (period)」を表

しており，縦軸は「各固有周期の施設がこの地震

動によってどの程度揺れるか」を応答速度の最大

値で表している．最大加速度は斜め 45度右上が

りの目盛線が等加速度線であり，左上へ行くほど

図 4:横ずれ断層 (M6.5)の地震動評価結果 [6]（断層
上端 2km，アスペリティの上端 2km，実効応力大 (19.1MPa)，
高周波遮断特性平均 +σ (fmax = 11.9Hz)．図 15の左側断層
平行方向の応答スペクトルで短周期側最大値を与えるケース
はこのケースに相当する）

100ガル，1000ガル，10000ガルと増えていく．い

ずれも対数目盛なので，グラフが上へ行くほど少

しの差が大きな差になるので，注意を要する．こ

れらの図で左端の周期 0.02秒のときの加速度応答

値が「地震動の最大加速度」に対応し，図 7の青

い一点鎖線では 1340.4ガルに相当する．

M6.5より小さな地震でも図 5∼図 6の最上部を

みると，周期 0.02秒の応答加速度値は 1000ガルを

超え，M5.5で 1100.8ガル，M6.0で 1014.7ガルで

ある (表 3参照)．他方，M6.5より大きい場合には，

断層上端深さが 2kmだと地表変形量が 5cmを超え

て地震断層が現われる可能性が出てくるため評価

対象外になっている．その結果，M6.8以上では表

1のように断層上端が 3kmになり，アスペリティ

上端深さも浅いケースで 4∼8kmになり，図 8∼図
10のように，M6.8で 982.9ガル，M7.1とM7.3で

は 500∼600ガル程度に留まる（表 4参照）．ただ

し，M7.1とM7.3の「高周波遮断特性2平均 +σ」

ケースの値は報告書に記載されておらず，図 9∼
図 10から読み取る以外にない．

2高周波数の地震波（周期の短い短周期地震波）は fmax

（高域遮断周波数）以上の周波数で低減傾向を示すためその
度合いを F (f) = {1+ (f/fmax)

n}−1 で表し，これを「高周
波遮断特性」と呼んでいる．fmax が小さく nが大きいほど
短周期地震波は大きく低減し，短周期地震動が小さく評価さ
れる．そのため，fmax の値が「平均 +σ」の場合に短周期地
震動が最も大きく評価されることになる．
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図 5: 横ずれ断層モデル (M5.5)による地震動評価
結果 [6]（V s = 2600m/sの地震基盤表面上に設定した 231
評価点における各周期ごとに求めた地震動応答スペクトルの
平均値，標準偏差，最大・最小値であり，特定の評価点での
応答スペクトルではない．最大値は表 3∼4に示される通り，
「実効応力大」，「高周波遮断特性平均 +σ」の場合である）

図 6: 横ずれ断層モデル（M6.0)による地震動評価
結果 [6](最大値等の意味は図 5の括弧内注記と同じ)

図 7: 横ずれ断層モデル (M6.5)による地震動評価
結果 [6](最大値等の意味は図 5の括弧内注記と同じ)

図 8: 横ずれ断層モデル (M6.8)による地震動評価
結果 [6](M6.8 以上では断層上端深さが 2km になると地表
変形量が 5cm を超えるため評価対象外になっている．その
ため，地震発生層 3∼20kmで表 1のパラメータについて図 5
の括弧内注記と同様に平均値等を求めている)
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図 9: 横ずれ断層モデル (M7.1)による地震動評価
結果 [6](図 8の括弧内注記と同様に，断層上端深さ 2kmは
評価対象外とされ，地震発生層 3∼20km で表 1 のパラメー
タについて平均値等を求めている)

図 10: 横ずれ断層モデル (M7.3)による地震動評価
結果 [6](図 8の括弧内注記と同様に，断層上端深さ 2kmは
評価対象外とされ，地震発生層 3∼20km で表 1 のパラメー
タについて平均値等を求めている)

JNESは縦ずれ断層 (逆断層)の場合も評価して

いるが，表 1と表 2を比べると明らかなように，

縦ずれ断層の場合には横ずれ断層より地表変形量

が大きく，「地表変形量 5cm以下」という条件を満

たすため，断層上端やアスペリティ上端の位置が

非常に深くなり，M6.8を超えると全てが評価対象

外になってしまう．図 11∼図 14で横ずれ断層と

縦ずれ断層の地震動評価結果を比較する場合には，

このような断層パラメータの違いを考慮しておく

必要がある．これらの図で 231評価点の平均値で

は横ずれ断層と縦ずれ断層とで応答スペクトルに

ほとんど差はないが，「最大値」では地震規模が大

きくなるほど縦ずれ断層のほうが小さくなってい

る．これは，縦ずれ断層の場合には，地震規模が

大きくなるほど地震動が大きくなって横ずれ断層

以上に地表変形量が増すため，その分だけアスペ

リティの上端位置が深く設定されているためであ

る．逆に言えば，断層モデルによる地震動評価に

おいては，「地表変形量 5cm以下」という条件を外

せば，縦ずれ断層のほうがより大きな地震動評価

になることは明らかである．

また，地震規模が大きくなるほど「平均値」が上

がっているかのように見えるが，地震規模が異なる

と「平均」の意味が異なってくるので単純に比較す

るのは間違いである．JNESによる地震動評価では，

図 17のように，地震基盤表面上に 40km×80kmの

評価領域を設定し，その真ん中に断層を置き，評

価領域を 4km×4kmの格子で区切る．その格子点

を評価点としているため，11×21=231の評価点

ができる．「平均値」はこれら 231評価点での応答

値の平均値だが，地震規模が増えるほど断層長さ

が長くなる．M5.5では 6kmだが，M6.8で 19km，

M7.3では 48kmにもなる．「断層最短距離 20km圏

内」を「震源近傍」とすれば，M7.3では評価領域

全域がこれに相当し，断層走向方向でははみ出し

てしまうが，M5.5では評価領域の半分程度にすぎ

ない．つまり，地震規模が小さいほど震源から相

対的に遠く離れた評価点の数が増え，これら遠方

の値で震源近傍の値が薄められてしまうため，「平

均値」は必然的に小さくなる．逆に，地震規模が

大きくなると遠方の評価点が減るため，地震動評

価結果が遠方の値で薄められることがなく，「平均
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図 11: 断層モデル（地震発生層 3∼20km）による
地震動評価結果 (M5.5)の横ずれ断層と縦ずれ断層
の比較 [6](最大値等の意味は図 5の括弧内注記と同じ)

図 12: 断層モデル（地震発生層 3∼20km）による
地震動評価結果 (M6.0)の横ずれ断層と縦ずれ断層
の比較 [6](最大値等の意味は図 5の括弧内注記と同じ)

図 13: 断層モデル（地震発生層 3∼20km）による
地震動評価結果 (M6.5)の横ずれ断層と縦ずれ断層
の比較 [6](最大値等の意味は図 5の括弧内注記と同じ)

図 14: 断層モデル（地震発生層 3∼20km）による
地震動評価結果 (M6.8)の横ずれ断層と縦ずれ断層
の比較 [6](最大値等の意味は図 5の括弧内注記と同じ)
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(a)横ずれ断層の場合

(b)縦ずれ断層の場合 (M6.5，45度，実効応力中)

図 17: 対象計算領域（地震基盤上の評価点：縦 11×
横 21の格子点 231）と断層の例 [6]

値」は大きくなる．図 5∼図 14において地震規模

が増えるほど「平均値」が大きくなるように見え

るのはそのせいであり，震源近傍の範囲を地震規

模に応じて定義し直せば，「地表変形量 5cm以下」

という条件を満たす限り，震源近傍の地震動は地

震規模によってそれほど変わらないと考えられる．

それを端的に示すのがこれらの図における「最大

値」のグラフであり，地震規模によってほとんど

変わらないことが確認できる．

3 1340.4ガルを採用しない「理由」

ではなぜ，「震源を特定せず策定する地震動」と

してM6.5の横ずれ断層による 1340.4ガルの地震

動を設定しないのか．

それは，「全プラント共通に設定するミニマムリ

クワイアメント（最低限の要求）のもの」という考

え方、具体的には図 15の「断層最短距離 20km以

内の地震動評価結果の平均+1.64ζ（ζは標準偏差）

程度であればよい」または図 16の「10−5 ∼ 10−4

の超過確率別応答スペクトルの範囲内であればよ

い」という考え方をしているからである [7]．

前者について言えば，JNESは「震源近傍」と

いう意味で「断層最短距離 20km以内」としたの

であろうが，断層長さ 48kmの M7.3の地震であ

ればともかく，図 18∼20の加速度・速度分布図を

見れば明らかなように，断層長さ 6kmのM5.5の

地震においても「20km」というのは広すぎて，地

震動の「平均値」が小さくなってしまう．このよ

うな過小評価を避けるためには，断層最短距離を

「3km以内」等へ短くすることであるが，そうす

ると，平均応答スペクトル自身が 1000ガル程度に

大きくなるであろう．その上で「平均 +3ζ 程度」

（品質管理における管理限界）あるいは「平均+6ζ

程度」（平均値のゆらぎを考慮した高度の品質保証

の考え方）とするのであれば，説得力も出てこよ

う．ちなみに，標準偏差の 1.64倍（平均+1.64ζ）

を超える確率は 5%であり，3ζで 0.1%(10−3)，6ζ

で 0.0000002%(2× 10−9)になる3．

後者について言えば，超過確率を求める際に「国

内のどこでも単位面積当たり地震発生確率は一定」

と仮定しており，揺れの大きな震源近傍の面積は

狭いため超過確率が小さくなるのは当然である．

そもそも，内陸地殻内地震は「日本列島周辺の複

数のプレート運動の相互作用により震源断層に蓄

積された歪みエネルギー」の放出として発生する．

このような内陸地殻内での歪みエネルギーの蓄積

は時間的空間的に一様ではなく，今日の地震学は

それを科学的に推測できると言うにはほど遠い．

「地震空白域」という考え方もあり，ある地域で

過去 100年間の地震発生確率が少ないから将来の

100年間も少ないとは到底言えない．にもかかわ

らず，全国一律で地震発生確率を算出するという

のは「薄め」効果を狙ったものとしか言いようが

ない．JNESは，このような確率論的なトリックを

駆使して「1000ガルを超える『震源を特定せず策

定する地震動』の発生確率は 100万分の 1程度に

小さいから無視できる」と主張したいのかも知れ

ないが，それは子供だましにすぎない．確率論的

安全評価においては，発生する確率の高い箇所か

3「シックスシグマ」の顧客仕様管理限界としては 4.5ζで，
0.0000034%(3.4× 10−8)となる
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(a)加速度分布図 (最大値 1100.8cm/s2)

(b)速度分布図 (最大値 44.4cm/s)

図 18: 横ずれ断層モデルによる地震動評価結果
(M5.5)[6]（地震発生層 2∼20km，断層・アスペリティ上端
2km，実効応力大，高周波遮断特性平均 +σ）

(a)加速度分布図 (最大値 1340.4cm/s2)

(b)速度分布図 (最大値 65.4cm/s)

図 19: 横ずれ断層モデルによる地震動評価結果
(M6.5)[6]（地震発生層 2∼20km，断層・アスペリティ上端
2km，実効応力大，高周波遮断特性平均 +σ）

(a)加速度分布図 (最大値 982.9cm/s2)

(b)速度分布図 (最大値 67.1cm/s)

図 20: 横ずれ断層モデルによる地震動評価結果
(M6.8)[5]（地震発生層 3∼20km，断層上端 3km，アスペリ
ティ上端 4km，実効応力大，高周波遮断特性平均 +σ）

ら故障原因を調査するなど「確率の相対比較」で

実施すべき代替案の優先順位を論じることに意味

があるのであって，重大災害に直結する耐震性の

レベル設定などを「確率の絶対値」で行うという

のは「確率分布の裾野に相当する確率の絶対値は

信頼度に乏しい」という科学的観点からも間違っ

ている．「確率が小さいから起こらない」あるいは

「許容できる」という論理は東日本大震災と福島第

一原発重大事故によってすでに破綻している．ま

た，このような論理は，被害を強要する側のひと

りよがりの論理であって，被害を被る国民の側の

論理ではない．「震源を特定せず策定する地震動」

は，やはり，活断層を調査しても見逃す可能性の

ある断層において最大どれだけの地震動が起こり

うるのかという観点から策定すべきであろう．そ

の意味で，JNESが断層モデルを駆使して行った評

価結果において 1340.4ガルという最大加速度が算

出されているということを重視し，最新の地震観

測記録をも参照して「二度と超えられることのな

い」余裕を持った地震動を策定すべきである．
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図 15: 断層最短距離 20km以内の観測記録および断層モデルによる応答スペクトル [7] （観測記録は，1997
年鹿児島県北西部地震 (3月 26日 M6.5と 5月 13日 M6.3)，2003年宮城県北部の地震 M6.4，2000年鳥取県西部地震 M7.3，
2004年新潟県中越地震 (本震M6.8，最大余震M6.6)に関する計 10観測点であり，ダムとは鹿児島県鶴田ダムと鳥取県賀祥ダ
ムである．断層モデル評価結果は，表 1の横ずれ断層のうち M6.5, M6.8, M7.1, M7.3と表 2の縦ずれ断層のうち傾斜角 45度
のM6.5, M6.6, M6.7, M6.8および傾斜角 30・60度のM6.5, M6,8に関する地震動評価結果のうち断層最短距離 20km内にある
全評価点での応答スペクトルの重ね書きである．ここには，各地震規模・アスペリティ上端深さに対し，「アスペリティ実効応
力大，中，小」および「高周波遮断特性 fmax 平均，平均 ±σ」の全組合わせに関する地震動評価結果が含まれている．ただし，
地震規模が大きいほど断層最短距離の範囲が拡がり，評価点の数が多くなるので，このような扱いには注意が必要である．）

図 16: JNES(2003年度)による超過確率別スペクトル [6, 7] （対数平均等は断層モデルによる地震動評価結果に関
する統計量であり，図 15と同じである．ここでの「10−6 の超過確率別スペクトル」とは，「震源を特定できない（地震断層が
生じない）地震によって当該応答スペクトルを超えるような揺れが生じる超過確率は 100万分の 1である」ことを表す．この
ような地震の「単位面積当たり発生確率」を一様と仮定しており，強い地震動に襲われる震源近傍は狭いため，強い揺れの発
生確率は当然小さくなる．）
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4 川内 1·2号では留萌の 620ガルと

ともに 1340.4ガルも考慮すべき

では，九州電力が追加した「震源を特定せず策定

する地震動」，すなわち，2004年北海道留萌支庁南

部地震（M6.1, MW 5.7,図 2）の 620ガルの基準地

震動 Ss-2は十分と言えるのであろうか．実は，こ

の地震で留萌支庁の地震計 (K-NET)は東西 EW方

向に 1,127ガルの地震動を記録していた．しかし，

これは地盤の増幅効果が加わった地表での観測記

録であり，解放基盤表面はぎとり波に換算しなけ

れば原発の基準地震動には使えない．そこで，電力

中央研究所はこれを V s = 938m/s(上面深度 41m)

の地震基盤表面波 (基盤入射波を 2倍した「はぎと

り波」4)に換算し，最大加速度を 585ガルと算出

している [20]．九州電力はさらにこれを川内 1·2号
の解放基盤表面はぎとり波 (V s = 1500m/s，標高

−18.5m)へ換算して「606ガル」を導き，読み取

り解析に伴う不確かさを考慮し「10ガル程度の余

裕」を持たせて「620ガル」としたのである [14]．

Maeda and Sasatani[15]によれば，この留萌地震は

東傾斜 25度の 10km四方の逆断層で，断層上端

2.8km，アスペリティ上端 4∼6kmと浅めだが，地

表に地震断層は出ていない．２つあるアスペリティ

の平均応力降下量は 27.9MPa(面積 1.96km2)およ

び 12.9MPa(面積 7.84km2)と大きいが，高周波遮

断特性は fmax = 5.5Hzとやや小さい．JNESによ

る傾斜角 30度の縦ずれ断層（逆断層）の地震動評

価結果は数値が公表されていないので，表 2の傾

斜角 45度の結果から類推すれば，400∼500ガル

になる．したがって，留萌地震の 620ガルは JNES

の評価結果を超えていると言える．これは観測点

HKD020が震源に近く，破壊進行方向に位置して

おり，破壊伝播効果 (NFRD効果)が現われた結果

だと評価されている [15, 10]．それに加えて，アス

ペリティの応力降下量が 27.9MPaと高かったこと

を考慮すれば，JNESの 19.1MPaでも過小設定で

あり，20MPaを超える場合を想定して地震動評価

4地震基盤表面より上にある地層をすべてはぎとったと仮
想して地震計を置いたときの地震動を求めている．この場合，
上部地層をはぎとらずに地震計を置いた場合の地震動の約 2
倍になる．それは基盤表面での反射波が加わるためである．
原発の基準地震動を定める解放基盤表面はぎとり波や JNES
の基盤表面波も同じ考え方をしている．

をやり直すべきだということにもなろう．

このような観点から見れば，JNESによる地震

動評価結果は横ずれ断層で最大 1340.4ガルとなっ

ているが，決して「過大」とは言えず，これを適

用しない理由はない．むしろ，これを超える場合

も想定すべきだと言えよう．

付言すれば，JNESの前身である原子力発電技

術機構原子力安全解析所は，データが少ないと断

りながらも「伏在縦ずれ断層の平均 (地表)変形量

は 17cm」であることから，縦ずれ断層の場合には

地表変形量を 17cmまで許容し，M6.5の場合につ

いて「断層上端 3km，アスペリティ上端 3km」の

ケースを試算している [4]．ただし，「実効応力中

(13.9MPa)，高周波遮断特性平均 (fmax = 7.0Hz)」

のケースだけだが，表 2の脚注の参考表にある通

り，傾斜角 30度で 734.3ガル，45度で 729.8ガル，

60度で 700.9ガルとなっている．アスペリティ上

端が浅いなどパラメータに少し違いはあるが，留

萌地震の 620ガルを超えている．JNESは縦ずれ

断層に対しても「地表変形量 5cm以下」のルール

を適用しているので，この地震動評価結果は採用

していない．しかし，留萌地震の 585ガルないし

620ガルを教訓とすれば，応力降下量だけでなく，

縦ずれ断層における地表変形量の基準についても

見直すべきであろう．

5 断層モデルのレシピによる地震動

過小評価

断層モデルを使った JNESの地震動評価は通常

のレシピによるものではない．しかし，図 21∼22

の 1997年 3月 26日鹿児島県北西部地震および図

23の 1997年 5月 13日鹿児島県北西部地震の震源

近傍にある鶴田ダムでの地震観測記録を良く表現

できている．つまり，JNESは断層モデルのパラ

メータ設定に際して，実際の国内地震観測記録に

合うようにレシピを修正しているのである．結果

として，断層モデルのレシピが地震動評価をいか

に過小評価しているかを暴露しているとも言える．

ここでは，これについて明らかにしておこう．

地震動評価では，地震規模を表す「地震モーメ

ントM0」，短周期地震動を左右する「短周期レベ
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(a)断層走向に平行する東西 EW方向

(b)断層走向に直交する南北 NS方向

図 21: 1997年 3月 26日鹿児島県北西部地震の鶴
田ダムでの地震観測記録と観測位置に相当する評
価点での横ずれ断層モデル（M6.5)による地震動
評価結果の比較 [5]（「高周波遮断特性平均」の場合であ
る．アスペリティ上端深さは赤線の「浅い」場合が良く適合
しており，「アスペリティ実効応力大中小」を示す赤い 3本線
のうち「小」では過小評価になっている）

ルA」および「平均応力降下量∆σ(断層), ∆σa(ア

スペリティ)」が重要であり，通常のレシピでは，

次のように設定している [21]．ただし，断層幅が

地震発生層の上下端一杯に広がっている飽和断層

ではなく，その途中に留まっている「未飽和断層」

を対象とする．その主な流れは，「断層面積→地
震規模→断層平均応力降下量→短周期レベル→

(a)東西 EW方向 (断層モデルは断層走向平行)

(b)南北 NS方向 (断層モデルは断層走向直交)

図 22: 1997年3月26日鹿児島県北西部地震 (M6.5)
の鶴田ダムでの地震観測記録と観測位置に相当す
る評価点での横ずれ断層モデル（M6.5)による地
震動評価結果の比較 [5]（等価震源距離が 17.5km(鶴田
ダムの震源距離)±0.5kmの範囲内にある評価点での計算結果
が重ね合わせてある．「高周波遮断特性平均」の場合を示し，
アスペリティ実効応力は大中小の 3通りが含まれる）

アスペリティ平均応力降下量」の順である．

(a)断層面積 Sから入倉式 S = 2.23× 10−15M
2/3
0

[1]で地震モーメントM0を求め，断層平均応力降

下量を ∆σ = (7/16)M0(π/S)
3/2 で求める．この

場合，S ∝ M
2/3
0 の関係から，地震規模によらず

∆σ = 2.31MPaと一定値になる．

(b) 地震モーメントM0 から武村 (1998)[22]の式
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(a)東西 EW方向 (断層モデルは断層走向平行)

(b)南北 NS方向 (断層モデルは断層走向直交)

図 23: 1997年5月13日鹿児島県北西部地震 (M6.3)
の鶴田ダムでの地震観測記録と観測位置に相当す
る評価点での横ずれ断層モデル（M6.5)による地
震動評価結果の比較 [5]（等価震源距離が 20.8km(鶴田
ダムの震源距離)±0.5kmの範囲内にある評価点での計算結果
が重ね合わせてある．「高周波遮断特性平均」の場合を示し，
アスペリティ実効応力は大中小の 3通りが含まれる．5月 13
日の地震は，3 月 26 日の地震とは異なり，震源断層がＬ字
型の二重震源であり，地震規模もM6.3だが，JNESはM6.5
の横ずれ断層で近似している．それでも断層モデルによる地
震動評価結果は観測記録と良くよく整合している．この点で
は，「数ある地震モーメントのうち最小の値を用いてアスペリ
ティの応力降下量を 15.9MPa と小さく設定した九州電力に
よる震源断層モデルでは，川内原発サイトでの地震観測記録
を再現できておらず，とくに EW 方向で 1/2～2/3 程度に留
まっていた」ことが想起される）

logM0[dyn · cm] = 1.17M+17.72で気象庁マグニ

チュードMを求める．

(c)短周期レベルAをA = 2.46×1017M
1/3
o で求め，

このAの値を用いてアスペリティ面積をSa = πr2,

r = 7πM0β
2/(4AR), S = πR2,で求め，アスペリ

ティ平均応力降下量を ∆σa = ∆σ(S/Sa)で求め

る．S ∝ M
2/3
0 および A ∝ M

1/3
0 の関係から，地

震規模によらずSa/S=0.15，∆σa=15.6MPaと一

定値になる．この方法をここでは「A法」と呼ぶ．

これに対し，JNESは (a)と (b)を逆転させ，次

のように断層モデルを設定している．主な流れ

は，「地震規模→断層面積→断層平均応力降下量
→アスペリティ平均応力降下量→短周期レベル」
となるが，下線部が通常のレシピとは逆である．

(1) 気象庁マグニチュードMから武村 (1998)[22]

の簡略式 logM0[dyn · cm] = 1.2M+17.7で地震

モーメントM0 を求める．レシピ (b)の武村式を

簡略化させたため，地震モーメントM0の値が大

きくなる．

(2)武村式 S = 1.85× 10−15M
2/3
0 [22]5で断層面積

を求める．レシピ (a)の入倉式ではなく武村式を

用いるため断層面積が小さくなる．

(3)∆σ = (7/16)M0(π/S)
3/2で断層平均応力降下

量を求める．レシピ (a)と同様に，S ∝ M
2/3
0 の

関係から，地震規模によらず∆σ = 3.06MPaと一

定値になる．ただし，通常のレシピ (a)と比べて，

JNESの方法では (1)でM0が大きく，(2)でSが小

さくなるため，2.31MPa→3.06MPaと大きくなる．

(4) アスペリティ面積 Sa を Sa = 0.28S，0.22S，

0.16S の 3種類に設定し，アスペリティ平均応力

降下量を ∆σa = ∆σ(S/Sa) で求める．この場合

5武村は [22]国内地震データに基づき次式を導いている．

logS =

(2/3) logM0 − 14.74, M0 < M0t;

(1/2) logM0 − 10.71, M0t ≤ M0,
(1)

ただし，M0t ≡ 7.5× 1025 [dyn·cm]であり，

S =

{
1.82 · 10−15M

2/3
0 , M0 < M0t;

1.95 · 10−11M
1/2
0 , M0t ≤ M0.

(2)

と書き直せる．JNES はこの上段の式の 1.82 を 1.85 に丸め
て使っているが，なぜか武村式を用いたことを陽に記しては
いない．他方，断層モデルのレシピ [21]で用いられているの
は下記の入倉式 [1]である．いずれも，上段が未飽和断層に
対する式で，下段が飽和断層に対する式である．

S =

{
2.23 · 10−15M

2/3
0 , L < Wmax

4.24 · 10−11M
1/2
0 , L ≥ Wmax

(3)
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も，地震規模によらず∆σa = 10.9MPa(実効応力

小：Sa/S = 0.28)，13.9MPa(実効応力中：Sa/S =

0.22)，19.1MPa(実効応力大：Sa/S = 0.16)となる．

通常のレシピでは ∆σa = 15.6MPa，Sa = 0.15S

だが，JNESでは∆σa = 19.1MPa，Sa = 0.16Sと，

より大きなパラメータまで設定することになる．

飽和断層にA法を適用すると，アスペリティ面

積が過大になってパラメータ設定が無意味になる

ため，アスペリティ面積を Sa = 0.22S と固定す

る方法がレシピで推奨されている．これをここで

は「Sa/S = 0.22法」と呼ぶ．未飽和断層では通

常，A法が用いられて Sa/S = 0.15となる（過大

にならない）ため，Sa/S = 0.22法が用いられる

ことはないが，JNESはこの方法を用いている．

(5) σb = ∆σa(Db/W )/(Da1/Wa1) で背景領域の

実効応力を求め，アスペリティと背景領域の短周

期レベルをそれぞれ Aa = 4
√
πSa∆σaβ

2と Ab =

4
√
πSbσbβ

2で求め，断層全体の短周期レベルAを

A2 = A2
a +A2

b で求める．

以上の JNESの手順による断層モデルのパラメー

タを通常のレシピによる値と比較したのが表 8∼11

である．これらの表を見れば，地震モーメントM0，

短周期レベルA，平均応力降下量∆σ,アスペリティ

の面積 Saと平均応力降下量∆σaのいずれをとっ

ても，Sa/S = 0.16欄の値は通常のレシピ (A法)

の値より大きい．つまり，JNESの断層モデルによ

れば通常のレシピより地震動が大きく評価される

ことは一目瞭然である．

また，短周期側の地震波形をどの程度に評価す

るかを決める高周波遮断特性 fmaxについて，JNES

は，1995年兵庫県南部地震，1997年鹿児島県北西

部地震（3.26と5.13），2000年鳥取県西部地震の震

源近傍強震動記録に基づいてfmax = 7.0(n = 1.82)

と設定し，標準偏差分（σ）のバラツキを考慮して，

平均+σ：fmax = 11.9(n = 1.84)および平均−σ：

fmax = 4.7(n = 1.89)についても設定している．

1340.4ガルの最大加速度は「アスペリティ実効

応力大（19.1MPa）」と「高周波遮断特性平均+σ」

を組合わせた場合に得られており，これらの値が

極めて重要だと言える．それでも，これらは標準

偏差分のバラツキしか考慮していないのであり，

JNESのパラメータ設定は決して極端な設定では

なく，極めてノーマルだと言える．

逆に言えば，北米中心の地震データに基づく入

倉の S −M0関係式をそのまま国内の活断層に適

用し，断層面積から地震規模を求める通常のレシ

ピが異常なのであり，レシピによる断層モデルの

パラメータは小さすぎるのである [16, 17]．このレ

シピの問題点を解決するための折衷案として地震

調査研究推進本部が持ち出した 2008年修正レシ

ピ [21]では，JNESと同様に地震規模を気象庁マ

グニチュードで決めてから断層面積を逆算してい

る．これは本質的な解決策とは言えないが，レシ

ピ通りでは地震動が過小評価されることを事実上

認めたに等しい．

また、九州電力は未飽和断層のアスペリティ平

均応力降下量を 15.9MPaと通常のレシピと同程度

の値に小さく設定し，そのまま飽和断層に適用し

ているが，これも小さすぎて地震動の過小評価に

つながっている [18]．

JNESはM7.3についても同様に断層モデルのパ

ラメータを設定しているが，M7.3の地震モーメン

トは未飽和断層の限界値 7.5 × 1018Nmをはるか

に超えるため，未飽和断層ではなく飽和断層とし

て扱うべきである．そこで，表 12に JNESによる

断層モデルのパラメータと飽和断層に対する通常

の断層モデル・レシピによる値を記載し，表 13お

よび表 14には JNESの S −M0関係式を飽和断層

に対する入倉式 S = 4.24 × 10−11M
1/2
0 [1]および

武村式 S = 1.95 × 10−11M
1/2
0 [22]で置換えた場

合の値を記載した．未飽和断層では地震モーメン

トが断層面積の 1.5乗に比例して増えるが，飽和

断層では断層面積の 2乗に比例して増える．その

ため，飽和断層では応力降下量は地震規模ととも

に増大していく．表 13で応力降下量が断層平均で

3.06→3.64MPa，アスペリティ平均で（10.9, 13.9,

19.1MPa）→（13.0, 16.5, 22.7MPa）と増えている

のはそのためである．本来なら，JNESはこれらの

値を使って地震動評価を行うべきだったといえる．

ところが，武村式を用いた表 14ではアスペリ

ティ平均応力降下量が（41.6, 53.0, 72.9MPa）と異

常に大きくなっている．プレート境界地震や沈み

込んだプレート内地震ならこのレベルの応力降下

量もあり得るが，内陸地殻内地震でこれほど大き
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な応力降下量は考えにくい．つまり，武村式は国

内の活断層による地震について S −M0関係を良

く表してはいるが，それを断層モデルの今のレシ

ピにそのまま適用することはできないということ

である．最近 20年間の国内地震観測記録に基づい

て断層モデルを構築し直す必要があると長沢が主

張しているのは，このためである [16, 17, 18]．

6 耐専スペクトルによる震源近傍で

の地震動過小評価

JNESは断層モデルに加えて，231評価点につい

て等価震源距離を求め，耐専スペクトルによる地

震動評価も行っている．そこから浮かび上がるの

は，耐専スペクトル [19]が震源近傍での地震動を

大きく過小評価している可能性である．

JNESは耐専スペクトルによる内陸補正後のスペ

クトル（図中では「スペクトル距離減衰式 (2002)」

と記載）と断層モデルによる評価結果を図 24∼図
29のように示している．平均値については両者で

ほとんど変わらないため，震源から一定程度離れ

ると断層モデルとの評価結果の差は小さくなると

言える．もっとも，断層モデルによる地震動評価と

同程度に地震動を過小評価している可能性は残る

が，JNESによる断層モデルのパラメータ設定は一

応，いくつかの国内地震観測記録に適合するよう

工夫されており，その限りで信用度は高い．した

がって，M5.5∼M6.8の未飽和断層に関する限り，

耐専スペクトル (内陸補正後)は JNESの断層モデ

ルと同様に平均的なレベルでは妥当性が高いと言

えよう．

ところが，最大値については事情が異なる．耐

専スペクトルの最大値をつないだスペクトルは縦

ずれ断層モデルによる評価結果の 1/2∼1/5にすぎ

ず，かなりの差がある．横ずれ断層の最大値と比

べれば，その差はさらに 1/3∼1/8に開く6つまり，

震源近傍では，耐専スペクトルは地震動を大幅に

6JNESは，報告書 [5]の中で耐専スペクトルと比較してい
る断層モデルが「縦ずれ断層」であるとは明記していない．知
らずに読むと，横ずれ断層も含まれていると思い込んでしま
う．横ずれ断層と縦ずれ断層とでは平均値ではほとんど差が
ないものの，最大値ではかなり大きな差がある．横ずれ断層
と比較すると耐専スペクトルとの差が開きすぎるため，こっ
そり縦ずれ断層と比較したのではないかと勘ぐりたくもなる．

図 24: 耐専スペクトル (内陸補正後)と縦ずれ断層
モデル（地震発生層 3∼20km）による地震動評価
結果の比較 (M5.5)[5]

図 25: 耐専スペクトル (内陸補正後)と縦ずれ断層
モデル（地震発生層 3∼20km）による地震動評価
結果の比較 (M6.0)[5]
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図 26: 耐専スペクトル (内陸補正後)と縦ずれ断層
モデル（地震発生層 3∼20km）による地震動評価
結果の比較 (M6.5)[5]

図 27: 耐専スペクトル (内陸補正後)と縦ずれ断層
モデル（地震発生層 3∼20km）による地震動評価
結果の比較 (M6.6)[5]

図 28: 耐専スペクトル (内陸補正後)と縦ずれ断層
モデル（地震発生層 3∼20km）による地震動評価
結果の比較 (M6.7)[5]

図 29: 耐専スペクトル (内陸補正後)と縦ずれ断層
モデル（地震発生層 3∼20km）による地震動評価
結果の比較 (M6.8)[5]
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過小評価している可能性があるということになる．

このことは，まさに，耐専スペクトルを作成する

際，震源近傍での地震観測記録が不足していたと

いう一言に尽きる [23]．この観点からも，耐専ス

ペクトルをそのまま適．用するのではなく，最近

20年間の震源近傍を含めた地震観測記録を用いて

耐専スペクトルを構築し直すべきだと言える．

JNESは，「震源を特定せず策定する地震動」に

関する調査を目的としているため，飽和断層につ

いては断層モデルとの比較をしていない．たとえ

ば，川内 1·2号では，図 3の市来断層帯市来区間

M7.2のように断層モデルによる地震動評価結果は

耐専スペクトルの 1/2∼1/3にすぎない．これは断

層モデルのほうにパラメータ設定の問題があるた

めだと考えられる [18]．2008年岩手・宮城内陸地

震M7.2では震源近傍に位置する一関西の地下岩

盤 (V s = 1810m/s)に設置された地震計で 1078ガ

ルの地震動を観測している．はぎとり波に換算す

ればほぼ 2倍の 2000ガルにもなると推定される．

このような観測記録を耐専スペクトルに反映させ

れば，図 3の耐専スペクトルは大きく引き上げら

れるであろうし，耐専スペクトルの「倍半分」の

バラツキを考慮すれば，2倍以上に引き上げられ

るべきであろう．

7 まとめ

この小論では，「震源を特定せず策定する地震

動」について，原子力安全基盤機構 JNESが 2001

～2009年の 9年をかけて検討した地震動評価結果

に基づき，以下のことを明らかにした．

第 1に，JNESは 1997年鹿児島県北西部地震な

ど地震断層を伴わない地震による地震観測記録に

適合するような断層モデルを構築し，M6.5の横

ずれ断層による地震動が震源近傍の地震基盤上の

評価点において 1340.4ガルになることを示してい

る．また，M5.5～M6.5のいずれに対しても，震

源近傍の地震基盤表面で 1000ガル以上の地震動

が生じることを示している．実際にも，2007年新

潟県中越沖地震M6.8で柏崎刈羽原発の解放基盤

表面はぎとり波で 1699ガルの地震動が観測・評価

されている．2008年岩手・宮城内陸地震M7.2で

は地下岩盤の地震計で 1078ガルの地震観測記録

がとられており，地震基盤表面や解放基盤表面は

ぎとり波に換算すれば 2000ガル近くになると推

定される．したがって，JNESの算出したM5.5～

M6.5の地震による震源近傍での 1000ガル以上の

地震動は現実にも発生する可能性が高く，これを

「震源を特定せず策定する地震動」として設定すべ

きである．

第 2に，JNESは 1340.4ガルの地震動を算定し

ながら，それを「震源を特定せず策定する地震動」

として設定しない理由として，「全プラント共通

に設定するミニマムリクワイアメントのもの」と

いう考え方に基づき，「断層最短距離 20km 以内

の地震動評価結果の平均+1.64標準偏差」または

「10−5 ∼ 10−4 の超過確率別応答スペクトルの範

囲内」という設定基準を打ち出している．しかし，

これらは震源近傍での大きな地震動を遠方の小さ

な地震動で薄めて平均化したり，全国一様に同確

率で地震が発生するというあり得ない想定の下で

無理矢理導き出された設定基準であり，国民の批

判には到底耐えられない．大飯 3·4号運転差し止め
訴訟における 2014年 5月 21日福井地裁判決が示

したように，福島第一原発炉心溶融事故ではその

放射能災害により憲法で保障されるべき「人格権」

が侵害されたのであり，「このような事態を招く具

体的危険性が万が一でも」あってはならない．「原

子力発電所に求められるべき安全性，信頼性は極

めて高度なものでなければならず，万一の場合に

も放射性物質の危険から国民を守るべく万全の措

置がとられなければならない」のである．M5.5～

M6.5の地震による 1000ガル以上の地震動は，国

内のどこでも現実に起こりうる具体的な危険性で

あり，今日の地震学ではこれを否定できないとい

うのが現実である以上，「震源を特定せず策定する

地震動」として設定すべきであり，そうしないの

は人格権の侵害につながると言える．

第 3に，「震源を特定せず策定する地震動」の評

価に際して JNESが設定した断層モデルは電力会

社が原発の耐震性を評価するために通常用いてい

るレシピとは異なり，地震モーメント，アスペリ

ティ面積，短周期レベル，応力降下量など短周期

地震動を左右するパラメータ値が大きい．逆に言
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えば，通常のレシピによる断層モデルでは地震動

が過小評価されることを示唆している．九州電力

による独自の断層モデルでは応力降下量が小さく

なるように設定されている．原発の耐震性を評価

する際に「駆使」されるこのような地震動の過小

評価を反省し，最近 20年間に蓄積された国内地震

観測記録に基づいて「国内の活断層による内陸地

殻内地震」を正しく評価できるよう，断層モデル

を構築し直すべきである．

第 4に，JNESは断層モデルによる地震動評価結

果を耐専スペクトル (内陸補正後)と比較している

が，M5.5∼M6.8に対する震源近傍の耐専スペクト

ルは縦ずれ断層に対して 1/2∼1/5，横ずれ断層に

対して 1/3∼1/8にすぎず，大幅な過小評価となっ

ている．これは耐専スペクトル策定時の地震観測

記録の不足が原因であり，最近 20年間の震源近傍

の国内地震観測記録に基づいて耐専スペクトルを

再構築すべきである．

JNESは2014年3月1日に原子力規制委員会（正

確には，その事務局である原子力規制庁）へ統合

された．これを機に，原子力規制委員会・規制庁

は，JNESの地震動評価で逆説的にではあるが具体

的に明らかになった断層モデルや耐専スペクトル

による地震動過小評価を率直に認め，これらを構

築し直すべきである．そして，「震源を特定して策

定する地震動」を正しく評価し直し，また，1000

ガル以上の「震源を特定せず策定する地震動」を

設定すべきである．そうすれば，川内 1·2号にお
いても，基準地震動が 1000ガルを大幅に超える

ことは避けられない．それは川内 1·2号のクリフ
エッジが基準地震動によって超えられることを意

味し，再稼働など到底不可能ということにならざ

るを得ない．これこそが原発重大事故によって二

度と人格権を侵害しないための最善の措置である．

参考文献
[1] 入倉孝次郎・三宅弘恵 (2001)：シナリオ地震の強震動予

測，地学雑誌，110，849-875

[2] 財団法人 原子力発電技術機構 原子力安全解析
所 (2002)：平成 13 年度 震源を特定しにくい地震
による地震動の検討に関する報告書，INS/M01-16
(2002.3) https://www.nsr.go.jp/archive/jnes/atom-library/
H13 3 25.pdf

[3] 財団法人 原子力発電技術機構 原子力安全解析所
(2003)：平成 14 年度 震源を特定しにくい地震に

よる地震動の検討に関する報告書，INS/M02-15
(2003.3) http://www.nsr.go.jp/archive/jnes/atom-library/
H14 3 29.pdf

[4] 財団法人 原子力発電技術機構 原子力安全解析所
(2003)：平成 15 年度 震源を特定しにくい地震に
よる地震動の検討に関する報告書，INS/M03-14
(2003.9) http://www.nsr.go.jp/archive/jnes/atom-library/
H15 3 25.pdf

[5] 独立行政法人 原子力安全基盤機構 (2004)：平成
15 年度 震源を特定しにくい地震による地震動
の検討に関する報告書，JNES/SAE04-07004 解部
報-0070(2004.9) http://www.nsr.go.jp/archive/jnes/atom-
library/ seika/000005315.pdf

[6] 独立行政法人 原子力安全基盤機構 (2005)：震源を
特定しにくい地震による地震動の検討に関する報告
書 (平成 16 年度)，JNES/SAE05-00405 解部報-0004
(2005.6) https://www.nsr.go.jp/archive/jnes/atom-library/
seika/000005757.pdf

[7] 独立行政法人 原子力安全基盤機構 (2009)：震
源を特定しにくい地震による地震動の検討に
関する報告書，JNES/SSD08-00908 耐部報-0009
(2009.3) https://www.nsr.go.jp/archive/jnes/atom-library/
seika/000005757.pdf

[8] 原子力安全・保安院 (2012)：九州電力川内原子力発電所
１号機及び２号機の安全性に関する総合的評価（一次
評価）に関する審査結果取りまとめ (2012.9.3)

[9] 加藤研一・宮腰勝義・武村雅之・井上大榮・上田圭一・
壇一男 (2004)：震源を事前に特定できない内陸地殻内
地震による地震動レベル－地質学的調査による地震の
分類と強震観測記録に基づく上限レベルの検討－，日
本地震工学会論文集，第 4巻，第 4号，46-86

[10] （財）地域地盤環境研究所 (2011)：震源を特定せず策
定する地震動に関する計算業務報告書 (2011.3)　 http://
www.nsr.go.jp/archive/nsc/taishinkojo/pdf/ukeoi 1.pdf

[11] 九州電力 (2007)：当社原子力発電所の主要施設の概略
影響検討結果（概要）(2007.9.20)

[12] 九州電力 (2008)：「発電用原子炉施設に関する耐震設計
審査指針」の改訂に伴う玄海及び川内原子力発電所の
耐震安全性評価結果（中間報告）について (2008.3.31)

[13] 九州電力 (2013)：川内原子力発電所・玄海原子力発電
所震源を特定せず策定する地震動について（コメント
回答）,第 59回原子力発電所の新規制基準適合性に係
る審査会合,資料 3 (2013.12.18)

[14] 九州電力 (2014)：川内原子力発電所基準地震動の策定
について（コメント回答），第 92回原子力発電所の新
規制基準適合性に係る審査会合資料 3-1(2014.3.12)

[15] Maeda. T. and T. Sasatani(2009)：Strong ground motions
from an Mj6.1 inland crustal earthquake in Hokkaido,
Japan: the 2004 Rumoi earthquake, Earth Planets Space,
61, 689-701.

[16] 長沢啓行 (2013)：伊方原子力発電所の耐震安全性は保
証されていない，伊方訴訟（四国電力株式会社に対する
伊方原発運転差止請求事件）に関連して松山地方裁判
所民事第２部へ提出した意見書 (2013.12.26記)
http://wakasa-net.sakura.ne.jp/news/Ikata-ikensho.pdf，
http://wakasa-net.sakura.ne.jp/news/Ikata-bessatu.pdf

[17] 長沢啓行 (2014)：大飯 3・4号と高浜 3・4号の耐震安全性は
保証されていない，若狭ネット第 147号，6-27(2014/1/14)
http://wakasa-net.sakura.ne.jp/pre/news/147.pdf

[18] 長沢啓行 (2014)：川内 1・2号の耐震安全性は保証され
ていない，若狭ネット第 149号，6-31(2014/5/11)
http://wakasa-net.sakura.ne.jp/pre/news/149.pdf
（菊地・山中 (1997)論文の地震モーメントについて 5/23）
http://wakasa-net.sakura.ne.jp/news/explain20140522.pdf

26

若狭ネット第150号，pp.9-35(2014.7.12)



表 1: 地震発生層が 3∼20kmの場合の横ずれ断層（傾斜角 90宣浩度）の断層上下端とアスペリティの設定
（地震発生層を 2∼20kmとする場合にはM5.5∼M6.5の「浅い」ケースを括弧内の数値に置き換える）

実効応力小（10.9MPa） 実効応力中（13.9MPa） 実効応力大（19.1MPa）

断層 6km×5km M5.5 M5.5 M5.5

断層上端深さ [km] 3 (2) 9 15 3 (2) 9 15 3 (2) 9 15

最大アスペリティの 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い
上端深さ [km] 3 (2) 10 17 3 (2) 10 18 3 (2) 10 18

最大アスペリティ[km] 長さ 2 ×幅 3 長さ 2 ×幅 2 長さ 2 ×幅 2

断層下端深さ [km] 8 (7) 14 20 8 (7) 14 20 8 (7) 14 20

断層 9km×8km M6.0 M6.0 M6.0

断層上端深さ [km] 3 (2) 8 12 3 (2) 8 12 3 (2) 8 12

最大アスペリティの 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い
上端深さ [km] 3 (2) 10 16 3 (2) 10 16 3 (2) 10 17

最大アスペリティ[km] 長さ 4 ×幅 4 長さ 3 ×幅 4 長さ 3 ×幅 3

断層下端深さ [km] 11(10) 16 20 11(10) 16 20 11(10) 16 20

断層 14km×13km M6.5 M6.5 M6.5

断層上端深さ [km] 3 (2) 5 7 3 (2) 5 7 3 (2) 5 7

最大アスペリティの 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い
上端深さ [km] 4 (2) 8 14 3 (2) 8 14 3 (2) 9 15

最大アスペリティ[km] 長さ 6 ×幅 6 長さ 5 ×幅 6 長さ 4 ×幅 5

断層下端深さ [km] 16(15) 18 20 16(15) 18 20 16(15) 18 20

断層 19km×17km M6.8 M6.8 M6.8

断層上端深さ [km] 3 3 3 3 3 3 3 3 3

最大アスペリティの 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い
上端深さ [km] 5 7 12 5 8 13 4 8 14

最大アスペリティ[km] 長さ 8 ×幅 8 長さ 7 ×幅 7 長さ 6 ×幅 6

断層下端深さ [km] 20 20 20 20 20 20 20 20 20

（断層長さ×幅） M7.1 ∗1 （33km×17km） M7.3 ∗2 （48km×17km） M7.3 ∗2 （48km×17km）

断層上端深さ [km] − 3 − − 3 − 3 − 3

最大アスペリティの − 中間 − − 中間 − 浅い − 深い
上端深さ [km] − 8 − − 9 − 8 − 10

最大アスペリティ[km] 長さ 10 ×幅 11 長さ 11 ×幅 11 長さ 9 ×幅 10

断層下端深さ [km] − 20 − − 20 − 20 − 20

*1：JNESによれば，M7.3の場合，「実効応力小」ではアスペリティ面積が大きくなりすぎて，地表変形量が 5cmの条件を満
たさないため，M7.3では，実効応力小のケースを評価していない．その代わりに，M7.1の場合に「実効応力小」で設定
可能なケースが見つかったことから、これを設定している [2, 3, 4, 5, 6]．

*2：実効応力の大中小の各ケースで断層とアスペリティの上端深さが「浅い」「中間」「深い」の 3種類とされているが，M7.3
の場合にはアスペリティ位置を事実上浅くも深くもとれない．実効応力中では「中間」，実効応力大では「浅い」と「深い」
と分類されているが，いずれも事実上は「中間」である．
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表 2: 地震発生層が 3∼20kmの場合の縦ずれ断層（傾斜角 45度）の断層上下端とアスペリティの設定
実効応力小（10.9MPa） 実効応力中（13.9MPa） 実効応力大（19.1MPa）

断層 6km×5km M5.5 M5.5 M5.5

断層上端深さ [km] 3.0 10.1 16.4 3.0 10.1 16.4 3.0 10.1 16.4

最大アスペリティの 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い
の上端深さ [km] 3.0 10.8 17.8 3.0 10.8 18.6 3.0 10.8 18.6

最大アスペリティ[km] 長さ 2 ×幅 3 長さ 2 ×幅 2 長さ 2 ×幅 2

断層下端深さ [km] 6.5 13.6 20.0 6.5 13.6 20.0 6.5 13.6 20.0

断層 9km×8km M6.0 M6.0 M6.0

断層上端深さ [km] 4.4 10.8 14.3 3.0 10.1 14.3 3.0 10.1 14.3

最大アスペリティ 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い
の上端深さ [km] 7.2 12.2 17.1 5.8 11.5 17.1 5.1 11.5 17.8

最大アスペリティ[km] 長さ 4 ×幅 4 長さ 3 ×幅 4 長さ 3 ×幅 3

断層下端深さ [km] 10.1 16.4 20.0 8.7 15.7 20.0 8.7 15.7 20.0

断層 14km×13km M6.5 M6.5 M6.5

断層上端深さ [km] 7.9 10.8 10.8 7.2 10.8 10.8 4.4 10.8 10.8

最大アスペリティ 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い
の上端深さ [km] 12.9 14.3 15.7 12.2 13.6 15.7 10.1 13.6 16.4

最大アスペリティ[km] 長さ 6 ×幅 6 長さ 5 ×幅 6 長さ 4 ×幅 5

断層下端深さ [km] 17.1 20.0 20.0 16.4 20.0 20.0 13.6 20.0 20.0

（断層長さ×幅） M6.6 ∗1 （15km×15km） M6.7 ∗1 （17km×16km） M6.8 ∗1 （19km×17km）

断層上端深さ [km] − 9.4 − − 8.7 − 7.2 − 7.9

最大アスペリティ − 中間 − − 中間 − 浅い − 深い
の上端深さ [km] − 15.0 − − 15.0 − 15.0 − 15.7

最大アスペリティ[km] 長さ 6 ×幅 7 長さ 6 ×幅 7 長さ 6 ×幅 6

断層下端深さ [km] − 20.0 − − 20.0 − 19.3 − 20.0

*1：JNESによれば，M6.8の場合，「実効応力小」「実効応力中」ではアスペリティ面積が大きくなりすぎて，地表変形量が 5cm
の条件を満たさないため，M6.8では，実効応力大のケース以外は評価していない．その代わりに，M6.6の場合に「実効
応力小」，M6.7の場合に「実効応力中」で設定可能なケースが見つかったことから、これらを設定している．実効応力の
大中小の各ケースで断層とアスペリティの上端深さが「浅い」「中間」「深い」の 3種類とされているが，M6.8の場合に
はアスペリティ位置を事実上浅くも深くもとれない．実効応力中では「中間」，実効応力大では「浅い」と「深い」と分
類されているが，いずれも事実上は「中間」である．また，横ずれ断層の場合にはM7.3まで断層モデルを設定できたが，
縦ずれ断層 (逆断層)の場合には，M6.8を超える地震規模では地表変形量が 5cmを超えるため設定できない [5, 6]．JNES
は傾斜角が 30度と 60度の場合も評価しているが，断層およびアスペリティのサイズは傾斜角によらず同じ（傾斜角 90度
の横ずれ断層とも同じ）であり，深さの位置だけが異なる [4]．

[参考] M6.5でアスペリティ上端 3kmまで設定して傾斜角を変えた場合の縦ずれ断層の設定と地震動評価結果 [4]

傾斜角 30度 傾斜角 45度
断層上端深さ [km] 3.0 5.0 9.5 13.5 3.0 5.1 8.0 10.8

アスペリティ上端深さ [km] 3.0 5.0 11.0 17.0 3.0 5.1 10.1 15.7
最大アスペリティ[km] 長さ 5 ×幅 6 長さ 5 ×幅 6
断層下端深さ [km] 9.5 11.5 16.0 20.0 12.2 14.3 17.2 20.0
最大加速度 [cm/s2] 734.3 523.4 359.6 230.2 729.8 514.8 513.6 229.5
最大速度 [cm/s] 37.2 35.9 18.6 14.1 45.6 34.3 25.3 18.3

傾斜角 60度
断層上端深さ [km] 3.0 4.7 7.3 9.0 実効応力 13.9MPa：中

アスペリティ上端深さ [km] 3.0 4.7 9.9 15.1 高周波遮断特性 fmax = 7.0Hz：平均
最大アスペリティ[km] 長さ 5 ×幅 6
断層下端深さ [km] 14.3 16.0 18.6 20.3 断層長さ 14 km×幅 13 km
最大加速度 [cm/s2] 700.9 508.7 513.0 262.7 （傾斜角によらない）
最大速度 [cm/s] 65.9 45.4 25.5 15.6

注）JNESの前身である原子力発電技術機構原子力安全解析所は，データが少ないと断りながらも「伏在縦ずれ断層
の平均 (地表)変形量は 17cm」であることから，縦ずれ断層の場合には地表変形量を 17cmまで許容し，M6.5の場
合に限り，アスペリティ上端深さを 3.0kmまで設定して地震動評価を行っている．しかし，JNESは縦ずれ断層の
場合も「地表変形量 5cm以下」として，これを採用していない．したがって，ここでは参考値として掲載する．
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表 3: 横ずれ断層モデル (アスペリティ上端深さ 2km，地震発生層 2∼20km，傾斜角 90度)による
地震基盤表面での地震動評価結果：地震基盤表面地震動の最大加速度と最大速度の 231評価点中最大値

最大加速度 [cm/s2] fmax = 4.7Hz：平均−σ fmax = 7.0Hz：平均 fmax = 11.9Hz：平均+σ

アスペリティ実効応力 小 中 大 小 中 大 小 中 大

M5.5 384.9 502.4 554.5 523.8 706.6 775.0 706.7 987.6 1100.8
M6.0 400.0 393.1 489.5 612.1 511.3 702.5 951.8 772.5 1014.7
M6.5 450.1 526.5 717.0 581.8 703.1 966.4 791.7 951.8 1340.4

最大速度 [cm/s] fmax = 4.7Hz：平均−σ fmax = 7.0Hz：平均 fmax = 11.9Hz：平均+σ

アスペリティ実効応力 小 中 大 小 中 大 小 中 大

M5.5 26.0 27.6 34.2 28.7 32.1 37.2 31.9 38.0 44.4
M6.0 46.4 39.9 46.3 49.3 42.4 50.0 52.5 46.5 53.4
M6.5 68.3 58.6 61.0 70.4 61.8 63.0 72.2 65.0 65.4

注：JNES(2004年度)[6]の図 2.54～3.62に記載された値を転載した．断層上下端やアスペリティの位置は表 1の浅いケースの
括弧内に対応し，最大加速度と最大速度はいずれも周期 0.02秒での応答値に相当する．アスペリティ実効応力は表 4と同じ．
M6.0において，「実効応力中」での最大加速度と最大速度が「実効応力小」および「実効応力大」での各値より 10∼20%程度
小さくなっており，しかも，最大加速度はM5.5およびM6.5の「実効応力中」での値より同程度小さくなっているが，これら
の理由は不明である．上記の最大値は，あくまで 231の評価点で評価された地震基盤表面地震動の最大加速度と最大速度の最
大値であり，両者が同じ評価点になるとは限らない．地震動の最大加速度は「周期 0.02秒での応答加速度値」に相当する．

表 4: 横ずれ断層モデル (地震発生層 3∼20km，傾斜角 90度)による地震基盤表面での地震動評価結果：
最大加速度と最大速度の 231評価点中最大値（いずれも周期 0.02秒での応答値，断層設定は表 1に対応）

最大加速度 [cm/s2] 実効応力小（10.9MPa） 実効応力中（13.9MPa） 実効応力大（19.1MPa）

アスペリティ上端深さ 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い

高周波遮断特性 fmax = 4.7Hz(n = 1.89)：平均−σ

M6.5 390.0 272.9 130.4 503.1 264.2 147.2 496.3 326.5 166.0
M6.8 305.1 209.7 184.6 374.2 243.2 190.3 471.7 328.7 221.0

高周波遮断特性 fmax = 7.0Hz(n = 1.82)：平均

M5.5 446.3 182.1 77.2 522.5 196.5 84.3 634.5 242.2 103.9
M6.0 502.4 185.4 142.3 501.7 230.3 155.1 737.3 290.1 140.9
M6.5 634.3 388.5 186.6 710.1 374.1 197.8 746.8 442.8 235.8
M6.8 434.9 301.8 225.6 527.9 335.5 261.7 670.8 430.7 316.0
M7.1 − 321.7 − − − − − − −
M7.3 − − − − 332.1 − 433.4 − 321.0

高周波遮断特性 fmax = 11.9Hz(n = 1.84)：平均+σ

M6.5 1014.7 544.9 268.3 1010.9 535.2 275.3 1098.2 592.0 334.5
M6.8 610.8 436.9 300.1 825.3 467.5 361.1 982.9 586.8 456.0

最大速度 [cm/s] 実効応力小（10.9MPa） 実効応力中（13.9MPa） 実効応力大（19.1MPa）

アスペリティ上端深さ 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い

高周波遮断特性 fmax = 4.7Hz(n = 1.89)：平均−σ

M6.5 43.5 25.3 17.5 60.4 24.6 14.9 52.5 21.4 15.4
M6.8 56.7 40.6 26.7 52.8 39.6 34.3 62.0 45.3 35.2

高周波遮断特性 fmax = 7.0Hz(n = 1.82)：平均

M5.5 21.9 8.6 4.5 25.8 9.1 4.5 32.1 10.5 5.8
M6.0 37.9 14.4 8.3 34.5 14.3 8.0 40.3 14.6 7.9
M6.5 45.0 26.1 17.9 66.4 26.1 15.6 54.9 22.5 16.4
M6.8 59.7 41.9 27.5 54.4 40.8 35.3 64.5 47.3 36.1
M7.1 − 37.1 − − − − − − −
M7.3 − − − − 56.7 − 61.8 − 55.9

高周波遮断特性 fmax = 11.9Hz(n = 1.84)：平均+σ

M6.5 46.8 26.9 18.4 72.7 28.0 16.5 57.4 23.5 17.6
M6.8 62.9 43.3 28.4 58.8 41.8 36.2 67.1 49.4 37.3

注：NUPEC(2002年度)[3]の図 3.15～3.29および JNES(2003年度)[5]の図 4.14～4.30に記載された値を転載した．
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表 5: 縦ずれ断層モデル (地震発生層 3∼20km，傾斜角 45度)による地震基盤表面での地震動評価結果：
最大加速度と最大速度の 231評価点中最大値（いずれも周期 0.02秒での応答値，断層モデルは表 2に対応）

最大加速度 [cm/s2] 実効応力小（10.9MPa） 実効応力中（13.9MPa） 実効応力大（19.1MPa）

アスペリティ上端深さ 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い

高周波遮断特性 fmax = 4.7Hz(n = 1.89)：平均−σ

M5.5 283.6 109.7 72.0 334.6 119.7 73.7 329.7 122.9 68.7

M6.0 199.6 113.1 109.1 270.1 175.0 110.0 318.5 194.6 122.3

M6.5 181.5 249.9 133.1 233.0 161.9 151.0 306.6 214.0 171.4

M6.6 − 164.3 − − − − − − −
M6.7 − − − − 193.4 − − − −
M6.8 − − − − − − 175.3 − 173.7

高周波遮断特性 fmax = 7.0Hz(n = 1.82)：平均

M5.5 367.4 142.8 93.9 421.6 164.6 97.7 414.0 186.8 96.9

M6.0 265.3 168.3 138.0 344.0 231.0 149.5 447.1 257.2 159.3

M6.5 303.2 303.2 200.6 303.2 223.4 200.6 422.6 279.9 223.8

M6.6 − 214.4 − − − − − − −
M6.7 − − − − 232.0 − − − −
M6.8 − − − − − − 233.4 − 228.5

高周波遮断特性 fmax = 11.9Hz(n = 1.84)：平均+σ

M5.5 537.5 197.2 123.3 596.3 260.5 136.1 582.3 311.0 142.9

M6.0 377.8 259.9 168.6 443.9 302.3 213.8 606.5 340.0 200.6

M6.5 300.7 407.0 256.5 386.3 324.5 288.9 570.9 366.4 313.7

M6.6 − 271.7 − − − − − − −
M6.7 − − − − 299.0 − − − −
M6.8 − − − − − − 332.5 − 327.0

最大速度 [cm/s] 実効応力小（10.9MPa） 実効応力中（13.9MPa） 実効応力大（19.1MPa）

アスペリティ上端深さ 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い 浅い 中間 深い

高周波遮断特性 fmax = 4.7Hz(n = 1.89)：平均−σ

M5.5 18.9 23.0 24.3 8.1 9.4 9.3 5.2 4.7 4.8
M6.0 14.4 19.0 17.0 12.2 13.6 12.6 7.8 8.1 9.0
M6.5 17.5 21.4 23.1 19.7 21.4 18.4 16.6 18.7 20.5
M6.6 − 20.6 − − − − − − −
M6.7 − − − − 21.8 − − − −
M6.8 − − − − − − 21.4 − 21.2

高周波遮断特性 fmax = 7.0Hz(n = 1.82)：平均

M5.5 21.0 26.3 27.6 8.3 9.7 9.8 5.4 5.2 5.2
M6.0 16.6 20.6 18.4 12.6 14.0 13.3 8.6 8.7 10.4
M6.5 24.1 24.1 23.3 24.1 22.3 19.8 20.2 20.2 22.0
M6.6 − 22.0 − − − − − − −
M6.7 − − − − 22.8 − − − −
M6.8 − − − − − − 23.1 − 22.1

高周波遮断特性 fmax = 11.9Hz(n = 1.84)：平均+σ

M5.5 23.0 29.9 31.2 8.6 10.1 10.3 5.6 5.8 5.8
M6.0 18.6 22.1 20.0 13.1 14.3 14.1 9.4 9.6 11.6
M6.5 19.5 26.9 24.9 24.2 23.1 21.3 19.1 22.0 23.4
M6.6 − 23.4 − − − − − − −
M6.7 − − − − 23.9 − − − −
M6.8 − − − − − − 24.8 − 23.1

注：JNES(2003年度)[5]の図 2.67～2.98に記載された値を転載した．
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表 6: 耐専スペクトル（内陸補正後）による地震基盤表面 (Vs=2200m/s)での評価結果と横ずれ断層モデ
ル (地震発生層 3∼20km，傾斜角 90度)による地震基盤表面 (Vs=2600m/s)での地震動評価結果との比較

最大加速度 [cm/s2] 横ずれ断層モデル 耐専スペクトル (補正後) 耐専スペクトル (補正前)

アスペリティ実効応力 小 中 大 小 中 大 小 中 大
アスペリティ上端深さ 浅い 浅い 浅い 浅い 浅い 浅い 浅い 浅い 浅い

M5.5 446.4 522.5 634.5 153.3 156.3 154.2 255.4 260.5 257.0

M6.0 502.3 501.7 737.3 219.4 209.9 211.1 365.6 349.8 351.9

M6.5 634.3 710.0 746.8 263.0 298.8 289.1 438.4 497.9 481.8

M6.8 435.1 528.1 670.7 287.5 291.7 319.2 479.2 486.2 532.0

アスペリティ実効応力 小 中 大 小 中 大 小 中 大
アスペリティ上端深さ 中間 中間 浅い 中間 中間 浅い 中間 中間 浅い

M7.1 321.7 − − 266.9 − − 444.8 − −
M7.3 − 332.1 433.5 − 294.7 319.4 − 491.2 532.3

横ずれ断層モデルによる評価結果との比

M5.5 100.0 100.0 100.0 34.3 29.9 24.3 57.2 49.9 40.5

M6.0 100.0 100.0 100.0 43.7 41.8 28.6 72.8 69.7 47.7

M6.5 100.0 100.0 100.0 41.5 42.1 38.7 69.1 70.1 64.5

M6.8 100.0 100.0 100.0 66.1 55.2 47.6 110.1 92.1 79.3

M7.1 100.0 − − 83.0 − − 138.3 − −
M7.3 − 100.0 100.0 − 88.7 73.7 − 147.9 122.8

注：注：NUPEC(2002年度)[3]の表 4.3および NUPEC(2003年度)[4]の表 3.25から転載した．横ずれ断層モデルによる評価
結果は表 3に掲載された「高周波遮断特性 fmax = 7.0Hz(n = 1.82)：平均」ケースの評価結果に等しいはずだが，一部に
誤差がある．これは元になった NUPEC(2002年度)の表 4.3の値と図 3.15～3.29(表 3に転載)の値に一部で誤差があるた
めだが，原因不明のためそのまま転載した．

表 7: 耐専スペクトル（内陸補正後）による地震基盤表面 (Vs=2200m/s)での評価結果と縦ずれ断層モデ
ル (地震発生層 3∼20km，傾斜角 45度)による地震基盤表面 (Vs=2600m/s)での地震動評価結果との比較

最大加速度 [cm/s2] 縦ずれ断層モデル 耐専スペクトル (補正後) 耐専スペクトル (補正前)

アスペリティ実効応力 小 中 大 小 中 大 小 中 大
アスペリティ上端深さ 浅い 浅い 浅い 浅い 浅い 浅い 浅い 浅い 浅い

M5.5 367.5 421.6 414.0 167.0 169.3 167.1 278.3 282.2 278.5

M6.0 265.3 344.1 447.1 137.7 169.2 187.6 229.5 282.0 312.7

M6.5 324.0 303.2 422.6 123.9 135.2 182.8 206.5 225.3 304.7

アスペリティ実効応力 小 中 大 小 中 大 小 中 大
アスペリティ上端深さ 中間 中間 浅い 中間 中間 浅い 中間 中間 浅い

M6.6 214.4 − − 114.3 − − 190.5 − −
M6.7 − 232.0 − − 132.5 − − 220.8 −
M6.8 − − 233.4 − − 163.8 − − 273.0

縦ずれ断層モデルによる評価結果との比

M5.5 100.0 100.0 100.0 45.4 40.2 40.4 75.7 66.9 67.3

M6.0 100.0 100.0 100.0 51.9 49.2 42.0 86.5 82.0 69.9

M6.5 100.0 100.0 100.0 38.2 44.6 43.3 63.7 74.3 72.1

M6.6 100.0 − − 53.3 − − 88.9 − −
M6.7 − 100.0 − − 57.1 − − 95.2 −
M6.8 − − 100.0 − − 70.2 − − 117.0

注：JNES(2003年度)[5]の表 3.13から転載した．縦ずれ断層モデルによる評価結果は表 5に掲載された「高周波遮断特性
fmax = 7.0Hz(n = 1.82)：平均」ケースの評価結果に等しいはずだが，一部に誤差がある．これは元になった JNES(2003
年度)の表 3.13の値と図 2.67～2.98(表 5に転載)の値に一部で誤差があるためだが，原因不明のためそのまま転載した．
また，「耐専スペクトル (補正前)」の値は記載されていなかったため，NUPEC(2002年度)[3]に従い，「耐専スペクトル (補
正後)」の値を 1/0.6倍して求めた．
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表 8: 「震源を特定せず策定する地震動」評価のためのM5.5の断層パラメータ

断層パラメータ JNESの断層モデル ∗1 断層モデル（レシピ）∗2

Sa/S = 0.28 Sa/S = 0.22 Sa/S = 0.16 A法 Sa/S = 0.22法

傾斜角 θ 90度（横ずれ断層） 同左

断層面積 S 29.3 km2 同左

地震モーメントM0 2.00× 1017 N·m 1.51× 1017 N·m
マグニチュード M5.5，MW5.5 M5.5，MW5.4

平均すべり量 D 21 cm 15.5 cm

剛性率 µ 3.31× 1010 N/m2 同左

S波速度 Vs（または β） 3.5 km/s 同左

平均破壊伝播速度 Vr 2.7 km/s 2.52 km/s

平均応力降下量∆σ 3.06 MPa 2.31 MPa

短周期レベル A 2.77× 1018 N·m/s2 3.16× 1018 3.74× 1018 2.82× 1018 N·m/s2

面積 Sa 8.2 km2 (0.28) 6.5 (0.22) 4.7 (0.16) 4.4 (0.15) 6.5 (0.22)

地震モーメントM0a 1.09× 1017 N·m 8.60× 1016 6.26× 1016 4.49× 1016 6.63× 1016

平均すべり量 Da 40 cm 31.1 cm

応力降下量∆σa 10.9 MPa 13.9 MPa 19.1 MPa 15.6 MPa 10.5 MPa

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
全
体

短周期レベル Aa 2.72× 1018 N·m/s2 3.07× 1018 3.60× 1018 − −
面積 Sb = S − Sa 21.1 km2 22.9 24.6 25.0 22.9

地震モーメントM0b 9.00× 1016 N·m 1.13× 1017 1.37× 1017 1.06× 1017 8.44× 1016

平均すべり量 Db 13 cm 15 17 12.8 11.1

実効応力 σb 1.4 MPa 1.8 MPa 2.4 MPa 2.5 MPa 1.8 MPa背
景
領
域

短周期レベル Ab 5.54× 1017 N·m/s2 7.56× 1017 1.03× 1018 − −
*1：(独)原子力安全基盤機構 JNESは，断層モデルのパラメータを次の (1)～(7)のように独自の方法で設定しており，通常の

レシピを使っていない [2, 3, 4, 5, 6]．(1Nm= 107dyn·cm)
(1)気象庁マグニチュード (M5.5)から武村 (1998)の簡略式 logM0[dyn · cm] = 1.2M+17.7で地震モーメントM0 を求め，

Kanamori(1977)の式 logM0[dyn · cm] = 1.5MW + 16.1でモーメントマグチュードMW を求める．
(2)未飽和断層に対する武村式 S = 1.85× 10−15M

2/3
0 で断層面積を求める．地震発生層が深さ 3 ∼ 20kmの場合，断層

長さ Lおよび幅W を L =
√
S, L ≤ 17; S/17, L > 17,およびW = L, L ≤ 17; 17, L > 17，と設定する．

(3)アスペリティ面積 Sa を Sa = 0.28S，0.22S，0.16S の 3種類に設定する．
(4)断層平均応力降下量∆σを∆σ = (7/16)M0(π/S)

3/2で求め，アスペリティ平均応力降下量∆σaを∆σa = ∆σ(S/Sa)
より求める．この場合，(2)の関係が成り立つため，地震規模によらず∆σ = 3.06MPaとなり，∆σa = 10.9MPa(実効応
力小：Sa/S = 0.28)，13.9MPa(実効応力中：Sa/S = 0.22)，19.1MPa(実効応力大：Sa/S = 0.16)となる．

(5)断層平均すべり量 D をMo = µDS の関係式より求め，アスペリティ平均すべり量 Da を Da = 1.96D より求める．
(6)Sa1 = 0.7Saと Sa2 = 0.3Saの 2つのアスペリテイを設定し，アスペリティの長さ Laiと幅Waiを Lai = Wai =

√
Sai,

i = 1, 2,とし，地震断層が生じない条件（地表変形量が 5cm以下）を満たすように最大アスペリティの上端位置を設
定する．各アスペリティのすべり量DaiはDai = Daγi/(γ

3
1 +γ3

2), γi =
√

Sai/Sa, i = 1, 2,で求める (上表には無記載)．
(7)背景領域の実効応力 σb を σb = ∆σa(Db/W )/(Da1/Wa1)で求め，アスペリティと背景領域の短周期レベルをそれぞ
れ Aa = 4

√
πSa∆σaβ

2 と Ab = 4
√
πSbσbβ

2 で求め，断層全体の短周期レベル Aを A2 = A2
a +A2

b で求める．
*2：通常の断層モデルのレシピに基づき，次のようにパラメータを設定している．

(a)JNESによる断層面積 S をそのまま採用し，未飽和断層に対する入倉式 S = 2.23× 10−15M
2/3
0 を用いて地震モーメン

トM0 を求め，断層平均応力降下量∆σ を∆σ = (7/16)M0(π/S)
3/2 で求める．S −M0 関係式として入倉式を用いて

いるため，M0 および ∆σ の値は，武村式を用いた JNESの値より小さくなっている．
(b)地震モーメントM0 から武村 (1998)の簡略化しない式 logM0[dyn · cm] = 1.17M+17.72で気象庁マグニチュードを
求め，Kanamori(1977)の式 logM0[dyn · cm] = 1.5MW + 16.1でモーメントマグチュード MW を求める．M0 の値が
JNESによる値より小さいため，MW はやや小さくなる一方，Mの値は簡略化しない武村氏を用いているためやや大き
くなる（小数点以下 2桁目を四捨五入するため上表の値は変わっていない）．

(c)短周期レベル Aを A = 2.46× 1017M
1/3
o で求め，アスペリティ面積 Sa を Sa = πr2, r = 7πM0β

2/(4AR), S = πR2,
より求め，アスペリティ平均応力降下量∆σa を∆σa = ∆σ(S/Sa)より求める（この方法をここでは「A法」と呼ぶ）．
飽和断層に A法を適用すると，アスペリティ面積が過大になってパラメータ設定が無意味になるため，アスペリティ面
積を Sa = 0.22S と固定する方法がレシピで推奨されている（これをここでは「Sa/S = 0.22法」と呼ぶ）．未飽和断
層では通常，Sa/S = 0.22法が用いられることはないが，JNESはこの方法を用いている．未飽和断層である限り，A
法でも Sa/S = 0.22法でも Sa/S の値が一定になるため，応力降下量∆σおよび∆σa は地震規模によらず一定になる．

(d)断層平均すべり量 D をMo = µDS の関係式より求め，アスペリティ平均すべり量 Da を Da = 2D より求める．
(e)未飽和の断層モデルでは通常，短周期レベル Aをすべてアスペリティに割り当て，アスペリティ平均応力降下量を

Aa = A = 4
√
πSa∆σaβ

2 で求め（(c)が事実上これに相当する），Ab = 0としている．したがって，表中では，Aa と
Ab の欄を「－」としている．
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表 9: 「震源を特定せず策定する地震動」評価のためのM6.0の断層パラメータ

断層パラメータ JNESの断層モデル 断層モデル（レシピ）
Sa/S = 0.28 Sa/S = 0.22 Sa/S = 0.16 A法 Sa/S = 0.22法

傾斜角 θ 90度（横ずれ断層） 同左

断層面積 S 73.6 km2 同左

地震モーメントM0 7.94× 1017 N·m 6.00× 1017 N·m
マグニチュード M6.0，MW5.9 M6.0，MW5.8

平均すべり量 D 33 cm 24.6 cm

剛性率 µ 3.31× 1010 N/m2 同左

S波速度 Vs（または β） 3.5 km/s 同左

平均破壊伝播速度 Vr 2.7 km/s 2.52 km/s

平均応力降下量∆σ 3.06 MPa 2.31 MPa

短周期レベル A 4.40× 1018 N·m/s2 5.01× 1018 5.93× 1018 4.47× 1018 N·m/s2

面積 Sa 20.6 km2 (0.28) 16.2 (0.22) 11.8 (0.16) 11.0 (0.15) 16.2 (0.22)

地震モーメントM0a 4.36× 1017 N·m 3.43× 1017 2.49× 1016 1.79× 1017 2.64× 1017

平均すべり量 Da 64 cm 49.2 cm

応力降下量∆σa 10.9 MPa 13.9 MPa 19.1 MPa 15.6 MPa 10.5 MPa

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
全
体

短周期レベル Aa 4.31× 1018 N·m/s2 4.87× 1018 5.70× 1018 − −
面積 Sb = S − Sa 53.0 km2 57.4 61.9 62.7 57.4

地震モーメントM0b 3.58× 1017 N·m 4.52× 1017 5.45× 1017 4.22× 1017 3.36× 1017

平均すべり量 Db 20 cm 24 27 20.3 17.7

実効応力 σb 1.4 MPa 1.8 MPa 2.4 MPa 2.5 MPa 1.8 MPa背
景
領
域

短周期レベル Ab 8.77× 1017 N·m/s2 1.20× 1018 1.63× 1018 − −

表 10: 「震源を特定せず策定する地震動」評価のためのM6.5の断層パラメータ

断層パラメータ JNESの断層モデル 断層モデル（レシピ）
Sa/S = 0.28 Sa/S = 0.22 Sa/S = 0.16 A法 Sa/S = 0.22法

傾斜角 θ 90度（横ずれ断層） 同左

断層面積 S 185.0 km2 同左

地震モーメントM0 3.16× 1018 N·m 2.39× 1018 N·m
マグニチュード M6.5，MW6.3 M6.5，MW6.2

平均すべり量 D 52 cm 39.0 cm

剛性率 µ 3.31× 1010 N/m2 同左

S波速度 Vs（または β） 3.5 km/s 同左

平均破壊伝播速度 Vr 2.7 km/s 2.52 km/s

平均応力降下量∆σ 3.06 MPa 2.31 MPa

短周期レベル A 6.97× 1018 N·m/s2 7.94× 1018 9.40× 1018 7.09× 1018 N·m/s2

面積 Sa 51.8 km2 (0.28) 40.7 (0.22) 29.6 (0.16) 27.5 (0.15) 40.7 (0.22)

地震モーメントM0a 1.74× 1018 N·m 1.36× 1018 9.92× 1017 7.11× 1017 1.05× 1018

平均すべり量 Da 101 cm 78.0 cm

応力降下量∆σa 10.9 MPa 13.9 MPa 19.1 MPa 15.6 MPa 10.5 MPa

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
全
体

短周期レベル Aa 6.83× 1018 N·m/s2 7.71× 1018 9.04× 1018 − −
面積 Sb = S − Sa 133.2 km2 144.3 155.4 157.5 144.3

地震モーメントM0b 1.43× 1018 N·m 1.80× 1018 2.17× 1018 1.68× 1018 1.34× 1018

平均すべり量 Db 32 cm 38 42 32.2 28.0

実効応力 σb 1.4 MPa 1.8 MPa 2.4 MPa 2.5 MPa 1.8 MPa背
景
領
域

短周期レベル Ab 1.39× 1018 N·m/s2 1.90× 1018 2.59× 1018 − −
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表 11: 「震源を特定せず策定する地震動」評価のためのM6.8の断層パラメータ

断層パラメータ JNESの断層モデル 断層モデル（レシピ）
Sa/S = 0.28 Sa/S = 0.22 Sa/S = 0.16 A法 Sa/S = 0.22法

傾斜角 θ 90度（横ずれ断層） 同左

断層面積 S 321.5 km2 同左

地震モーメントM0 7.24× 1018 N·m 5.47× 1018 N·m
マグニチュード M6.8，MW6.5 M6.9，MW6.4

平均すべり量 D 68 cm 51.4 cm

剛性率 µ 3.31× 1010 N/m2 同左

S波速度 Vs（または β） 3.5 km/s 同左

平均破壊伝播速度 Vr 2.7 km/s 2.52 km/s

平均応力降下量∆σ 3.06 MPa 2.31 MPa

短周期レベル A 9.19× 1018 N·m/s2 1.05× 1019 1.24× 1019 9.34× 1018 N·m/s2

面積 Sa 90.0 km2 (0.28) 70.7 (0.22) 51.4 (0.16) 47.8 (0.15) 70.7 (0.22)

地震モーメントM0a 3.97× 1018 N·m 3.12× 1018 2.27× 1018 1.63× 1018 2.41× 1018

平均すべり量 Da 133 cm 102.9 cm

応力降下量∆σa 10.9 MPa 13.9 MPa 19.1 MPa 15.6 MPa 10.5 MPa

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
全
体

短周期レベル Aa 9.01× 1018 N·m/s2 1.02× 1019 1.19× 1019 − −
面積 Sb = S − Sa 231.5 km2 250.8 270.1 273.7 250.8

地震モーメントM0b 3.27× 1018 N·m 4.12× 1018 4.97× 1018 3.85× 1018 3.07× 1018

平均すべり量 Db 43 cm 50 56 42.5 36.9

実効応力 σb 1.4 MPa 1.8 MPa 2.4 MPa 2.5 MPa 1.8 MPa背
景
領
域

短周期レベル Ab 1.83× 1018 N·m/s2 2.50× 1018 3.42× 1018 − −

表 12: 「震源を特定せず策定する地震動」評価のためのM7.3の断層パラメータ

断層パラメータ JNESの断層モデル 断層モデル（飽和断層のレシピ）

Sa/S = 0.28 Sa/S = 0.22 Sa/S = 0.16 A法 Sa/S = 0.22法

傾斜角 θ 90度（横ずれ断層） 同左

断層面積 S 807.6 km2 同左

地震モーメントM0 2.88× 1019 N·m 3.63× 1019 N·m
マグニチュード M7.3，MW6.9 M7.6，MW7.0

平均すべり量 D 108 cm 135.7 cm

剛性率 µ 3.31× 1010 N/m2 同左

S波速度 Vs（または β） 3.5 km/s 同左

平均破壊伝播速度 Vr 2.7 km/s 2.52 km/s

平均応力降下量∆σ 3.06 MPa 3.85 MPa

短周期レベル A 1.46× 1019 N·m/s2 1.66× 1019 1.96× 1019 1.75× 1019 N·m/s2

面積 Sa 226.1 km2 (0.28) 177.7 (0.22) 129.2 (0.16) 237.0 (0.29) 177.7 (0.22)

地震モーメントM0a 1.58× 1019 N·m 1.24× 1019 9.04× 1018 2.13× 1019 1.60× 1019

平均すべり量 Da 212 cm 271.4 cm

応力降下量∆σa 10.9 MPa 13.9 MPa 19.1 MPa 13.1 MPa 17.5 MPa

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
全
体

短周期レベル Aa 1.43× 1019 N·m/s2 1.61× 1019 1.89× 1019 − −
面積 Sb = S − Sa 581.4 km2 629.9 678.3 570.6 629.9

地震モーメントM0b 1.30× 1019 N·m 1.64× 1019 1.98× 1019 1.50× 1019 2.03× 1019

平均すべり量 Db 68 cm 79 88 79.3 97.4

実効応力 σb 1.4 MPa 1.8 MPa 2.4 MPa 2.1 MPa 2.9 MPa背
景
領
域

短周期レベル Ab 2.91× 1018 N·m/s2 3.97× 1018 5.41× 1018 − −
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表 13: M7.3の断層パラメータ (表 12)で JNESの S −M0関係式に入倉式（飽和断層）を用いた場合

断層パラメータ JNESの断層モデル（入倉の S−M0 式：飽和断層） 断層モデル（飽和断層のレシピ）

Sa/S = 0.28 Sa/S = 0.22 Sa/S = 0.16 A法 Sa/S = 0.22法

傾斜角 θ 90度（横ずれ断層） 同左

断層面積 S 720.1 km2 同左

地震モーメントM0 2.88× 1019 N·m 同左

マグニチュード M7.3，MW6.9 M7.5，MW6.9

平均すべり量 D 121.0 cm 同左

剛性率 µ 3.31× 1010 N/m2 同左

S波速度 Vs（または β） 3.5 km/s 同左

平均破壊伝播速度 Vr 2.7 km/s 2.52 km/s

平均応力降下量∆σ 3.64 MPa 同左

短周期レベル A 1.63× 1019 N·m/s2 1.86× 1019 2.20× 1019 1.63× 1019 N·m/s2

面積 Sa 201.6 km2 (0.28) 158.4 (0.22) 115.2 (0.16) 195.8 (0.27) 158.4 (0.22)

地震モーメントM0a 1.58× 1019 N·m 1.24× 1019 9.04× 1018 1.57× 1019 1.27× 1019

平均すべり量 Da 237.2 cm 242.0 cm

応力降下量∆σa 13.0 MPa 16.5 MPa 22.7 MPa 13.4 MPa 16.5 MPa

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
全
体

短周期レベル Aa 1.60× 1019 N·m/s2 1.81× 1019 2.12× 1019 − −
面積 Sb = S − Sa 518.4 km2 561.6 604.8 524.3 561.6

地震モーメントM0b 1.30× 1019 N·m 1.64× 1019 1.987× 1019 1.32× 1019 1.62× 1019

平均すべり量 Db 75.8 cm 88.2 98.9 75.8 86.9

実効応力 σb 1.6 MPa 2.2 MPa 2.8 MPa 2.2 MPa 2.8 MPa背
景
領
域

短周期レベル Ab 3.26× 1018 N·m/s2 4.45× 1018 6.07× 1018 − −

表 14: M7.3の断層パラメータ (表 12)で JNESの S −M0関係式に武村式（飽和断層）を用いた場合

断層パラメータ JNESの断層モデル（武村の S−M0 式：飽和断層） 断層モデル（飽和断層のレシピ）

Sa/S = 0.28 Sa/S = 0.22 Sa/S = 0.16 A法 Sa/S = 0.22法

傾斜角 θ 90度（横ずれ断層） 同左

断層面積 S 331.1 km2 同左

地震モーメントM0 2.88× 1019 N·m 6.10× 1018 N·m
マグニチュード M7.3，MW6.9 M6.9，MW6.5

平均すべり量 D 263.1 cm 55.6 cm

剛性率 µ 3.31× 1010 N/m2 同左

S波速度 Vs（または β） 3.5 km/s 同左

平均破壊伝播速度 Vr 2.7 km/s 2.52 km/s

平均応力降下量∆σ 11.7 MPa 2.47 MPa

短周期レベル A 3.55× 1019 N·m/s2 4.05× 1019 4.79× 1019 9.68× 1018 N·m/s2

面積 Sa 92.7 km2 (0.28) 72.8 (0.22) 53.0 (0.16) 53.6 (0.16) 72.8 (0.22)

地震モーメントM0a 1.58× 1019 N·m 1.24× 1019 9.04× 1018 1.98× 1018 2.68× 1018

平均すべり量 Da 515.7 cm 111.3 cm

応力降下量∆σa 41.6 MPa 53.0 MPa 72.9 MPa 15.2 MPa 11.2 MPa

ア
ス
ペ
リ
テ
ィ
全
体

短周期レベル Aa 3.48× 1019 N·m/s2 3.93× 1019 4.61× 1019 − −
面積 Sb = S − Sa 238.4 km2 258.3 278.2 277.5 258.3

地震モーメントM0b 1.30× 1019 N·m 1.64× 1019 1.98× 1019 4.12× 1018 3.42× 1018

平均すべり量 Db 164.9 cm 191.9 215.0 44.9 40.0

実効応力 σb 5.3 MPa 6.9 MPa 9.1 MPa 2.5 MPa 1.9 MPa背
景
領
域

短周期レベル Ab 7.09× 1018 N·m/s2 9.68× 1018 1.32× 1019 − −
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